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令和２年度包括外部監査結果に基づき講じた措置状況の概要一覧 

○令和３年（2021 年）７月１日現在 

１.包括外部監査契約期間 令和２年４月１日からまで令和３年３月３１日 

２.越谷市包括外部監査人 長田 慶洋（公認会計士） 

３.特定の事件（テーマ）名 「消防事業に関する事務の執行について」 

４.監査対象課 消防本部（現：消防局） 

総務課（現：消防総務課） 予防課 警防課 救急課 指令課 消防署・分署 

５.監査結果での指摘件数 ３８件（監査の結果：９件 意見：２９件） 

６.指摘事項と講じた措置状況 表のとおり 

７.備考 ※令和３年度機構改革により、課名等に変更がございます。 

（１）表中の凡例 

 頁▶【令和２年度 越谷市包括外部監査報告書】の中で包括外部監査人が指摘した内容が記述されているページ数 

（２）表の【指摘の区分】欄に掲げた用語の意味 

 監査の結果 ▶ 包括外部監査の結果を示したもの 

 意 見  ▶ 監査の結果に基づいて市の組織及び運営の合理化に資するために添えられた意見 

（３）表の【措置の状況】欄に掲げた用語の意味 

 改 善 済 ▶ 包括外部監査人から指摘された内容に沿うよう改めたもの又は改めたと見なせるもの 

 改 善 中 ▶ 包括外部監査人から指摘された内容に沿うよう改めている途中のもの 

 検 討 中 ▶ 包括外部監査人から指摘された内容について検討中のもの 

 現状維持 ▶ 包括外部監査人から指摘された内容について現状のままとしたもの

全体版 
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I. 各論 

（１）総務課 ※ 

・職員人件費 

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

29 意見１ 消防職員の

給料表 

消防の組織は、緊急時の部隊活動等に必要な

指揮命令系統を明示し組織の統一性を確保す

るため、階級制度がある。また、消防組織は、

各階級に一定の割合の人数が必要となるとい

う特徴を持つ。階級制度を維持しながら、給料

の水準を適正に保つために、消防職員の給料に

ついては一般職員と異なる特別給料表の採用

を検討することが望ましい。 

本市では、階級制度を有する消防吏員に行政職給料表を

適用しておりますが、階級ごとに適正に人員を配置し職務

給に応じた給料を給していることから、引き続き行政職給

料表を適用することとし、他団体の動向などを見ながら、

今後必要に応じて検討してまいります。 現状維持

39 意見２ 救急業務手

当 

救急救命士による処置範囲の拡大、近隣中核

市の職員の給与の状況等を鑑み救急業務に関

する特殊勤務手当のあり方について検討する

ことが望ましい。 

勤務の特殊性については、原則的に給料で考慮すべきと

されており、全国的にも、特殊勤務手当は廃止又は縮小の

傾向となっていることから、本市においても、平成 18 年

に特殊勤務手当の大幅な見直しをいたしました。 

 このことから、救急業務に関する特殊勤務手当につきま

しては、他団体の動向などを見ながら、今後必要に応じて

検討してまいります。 

現状維持

47 意見３ 救急隊の業

務負担の平

準化 

救急隊の業務負担が平準化できるような体

制を構築できないか検討することが望ましい。

 専門的な資格を要する救急隊の業務量は、特定の職員に

過大な業務負担とならないよう、所属長及び当直責任者が

交代要員の調整などの対応を実施しております。 

 今後も、業務資料の庁内 LAN での共有や、救急隊員に必

要となる資格取得の拡充など、業務負担を平準化する取組

を進めてまいります。 

現状維持
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頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

48 意見４ ジョブロー

テーション

を可能とす

る人材育成 

ジョブローテーションが実施できるよう、警

防・救助活動と救急活動を担える人材育成を計

画的に行えないか検討することが望ましい。 

 消防局では、令和２年度に「消防職員の人材育成プロジ

ェクト委員会」を設置し、職務環境改善の推進及び人材活

用を目的とした人材育成に努めております。この中で、救

急隊員に必要となる知識や技術の取得などにも取り組ん

でおります。 

 今後も引き続き、ジョブローテーションが実施できるよ

う人材育成を計画的に推進してまいります。 

現状維持

・消防施設改修費 

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

54 監査の結

果１ 

仮眠室の個

室化または

パーテーシ

ョン化の推

進 

間久里分署、大相模分署では大部屋を仮眠室

として利用している。心身の疲労回復に資する

とともに、感染症対策からも個室化またはパー

テーションの設置を早期に実施するべきであ

る。 

 間久里分署と大相模分署は、今後予定している建替えや

大規模改修の際に仮眠室の個室化等を図ってまいります。

 また、国からの通知等の趣旨を踏まえ、引き続き感染防

止対策のための取組と感染者の発生等により職員数が減

少した場合の業務継続に備えてまいります。 

改善済 

56 意見５ 女性用設備

の整備 

間久里分署、大相模分署には女性用の設備が

整備されていない。建替え、改修時には仮眠室、

更衣室、浴室等女性用の設備を整備することが

望まれる。 

 間久里分署は、建替え時に、大相模分署は大規模改修ま

たは建替え時に、それぞれ女性専用設備を整備してまいり

ます。 改善済 
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（２）予防課 

・火災予防事業

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

61 意見６ 住宅用火災

警報器の設

置率を向上

させる継続

した取組 

住宅用火災報知器の設置義務付けから 10 

年以上経過しており、老朽化が進んでいる既設

の住宅用火災警報器について適切に維持管理

されるよう指導していく必要がある。国と連携

する事業などを積極的に活用して、住宅用火災

警報器の設置率を向上させるよう継続して取

り組むことが望ましい。 

 市民への住宅用火災警報器の設置促進及び維持管理の

周知につきましては、各種イベントでのリーフレットの配

布やホームページなどの各種媒体による広報を実施して

おります。今後も住宅用火災警報器の設置率の向上や適切

な維持管理につながるよう、関係機関と連携した取組を実

施してまいります。 

現状維持

・防火管理

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

68 意見７ 防 災 管 理

者・防火管理

者選任状況

の網羅的な

把握 

消防情報支援システムを活用して、防災管理

者・防火管理者の選任状況を網羅的に確認でき

るようにし、業務に反映することが望ましい。

 防災管理者・防火管理者の選任状況を網羅的に確認でき

るよう、消防情報支援システムに入力する職員を指定して

作業を進めており、今後も消防情報支援システムへの入力

作業を継続的に実施してまいります。 改善済 
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・立入検査

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

77 意見８ 資格取得の

支援 

予防業務に関する資格取得について、今後、

受験料、教材費、講座受講料の補助をするなど

資格取得の拡充に努めることが望ましい。 

 業務上必要となる資格取得につきましては、職員研修事

業において、受験に係る経費を公費で負担しております。

今後につきましても、業務上、資格取得が必要となる消

防職員を対象として資格取得を促進していくとともに、教

育訓練を受ける機会が与えられるよう取組んでまいりま

す。 

現状維持

78 意見９ 予防課と消

防署・各分署

間での人事

異動 

予防課と消防署・各分署間での定期的な人事

異動をすることが望ましい。 

消防局では、令和２年度に「消防職員の人材育成プロジ

ェクト委員会」を設置し、職務環境の改善の推進及び人材

活用を目的とした人材育成に努めております。この中で、

予防業務に必要となる知識や技術の取得などにも取組ん

でおります。 

今後も引き続き、ジョブローテーションが実施できるよ

う人材育成を計画的に推進してまいります。  

現状維持

81 監査の結

果２ 

防火対象物

の網羅的な

把握 

防火対象物データベースにもなる消防情報

支援システムを活用して管轄区域内の防火対

象物について網羅的にその概要や点検結果報

告等の自主管理の実施状況、過去の立入検査の

実施状況及びその結果等を把握し、立入検査実

施計画の策定を行い、業務に反映させることが

必要である。 

防火対象物に関する情報を網羅できるよう、消防情報支

援システムに入力する職員を指定して作業を進めており、

今後も消防情報支援システムへの入力作業を継続的に実

施してまいります。 改善済 
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頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

82 意見１０ 連絡調整会

議における

毎月の進捗

管理 

消防本部として効果的な査察を実施するた

めに立入検査実施計画に基づく立入検査が実

施されているかどうか等について定期的に検

証を行うことが必要であり、毎年度の立入検査

実施計画の達成度、違反処理の進捗度合い等を

検討して次年度以降の執行方針に反映させる

等、ＰＤＣＡサイクルにより改善の取組を継続

することが必要である。毎月の連絡調整会議で

このような取組を行うことが望ましい。 

各年度の立入検査実施計画における年度内の達成状況

及び違反処理の進捗状況につきましては、消防局が定例的

に開催している会議で報告し、計画に対する達成度の向上

及び違反処理の適正化を図るとともに、次年度の計画策定

に反映させてまいります。 改善済 

（３）警防課 

・火災・救助活動事業

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

92 意見１１ 訓練にのみ

使用される

消防ホース

の取扱い 

備品台帳に計上されている消防ホースのう

ち訓練のみに使用される消防ホースについて

は、その取得時点で想定されている用途とは異

なった用途で使用されているため、備品台帳に

計上し続けず、除却処理を行うことが望まし

い。 

 消防用ホースは、その性質形状を変えることなく比較的

長期間にわたり使用する備品としての性質にそぐわない

ため、平成 31 年度からは消耗品の区分としております。

このため、平成 30 年度以前に備品として登録している消

防用ホースにつきましては、備品の返納の手続きをしてま

いります。 

改善済 
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頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

93 意見１２ 資機材搬送

車の積載器

具 

越谷市の備品管理台帳の計上ルールでは、備

品として管理すべきものが、資機材搬送車の積

載器具として管理されている。資機材搬送車と

一体ではない備品は、資機材搬送車とは別に備

品として管理することが望ましい。 

資機材搬送車の装備品における備品の管理区分につき

ましては、物品ごとの区分に応じて登録する手続きをして

おります。今後につきましては、車両を購入した際に区分

に応じて登録し、適正に管理してまいります。 
改善済 

・消防団員費

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

96 意見１３ 消防団員の

充足率 

越谷市消防団員充足率は、川口市を除く近隣

市町に比較してやや低い。消防団としての適切

な活動を行うためには、その団員数が条例定数

を満たす必要がある。新興住宅地での消防団へ

の加入を促し、充足率の向上を図ることが望ま

しい。 

 消防団員の充足率を向上させる取組につきましては、消

防団の認知度を高め、市民に関心を持っていただけるよ

う、広報こしがや及びホームページなどを通じて、活動内

容の周知を図るとともに、消防団員の募集をしておりま

す。これに加え、本年度からは、各地区センターが発行し

ている広報誌にも消防団員募集の記事を掲載しながら、地

元の消防団員による勧誘活動を積極的に実施してまいり

ます。 

改善済 
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頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

97 監査の結

果３ 

消防団員へ

の年額報酬

の支払い 

警防課は、消防団による①継続の意思確認、

②休団勧奨、③免職の対応を確認したうえ報酬

を支払う必要がある。 

消防団員としての活動実績がない団員に対しましては、

分団長などが、消防団活動ができない理由及び今後の意向

を確認することとしております。なお、継続する意思はあ

るものの、業務の都合などの理由により、一定期間活動が

できない消防団員には、休団を勧奨するなどの対応がなさ

れていることを確認した後に、報酬の支払い手続きをして

おります。 

改善済 

100 意見１４ 女性の参加 越谷市は機能別団員の設立２年後以後、「消

防団を中核とした地域防災力の充実強化に向

けた重点取組事項について（令和元年 12 月 13 

日消防地第 288 号消防庁長官通知）に定めら

れた女性の入団は比率 10％を達成している。

一方で、基本団員の女性の入団比率は、令和 2 

年度で、6.7%と 10％を下回る。今後は、基本

団員においても、女性の入団比率が 10％を達

成するように、地域の消防団への入団について

の勧誘や女性が消防団員として活動すること

の配慮等を行うことが望まれる。 

基本団員の女性の入団をさらに促進するため、広報こし

がやや市ホームページなどで、活動の内容紹介や入団募集

を PRするほか、市が開催するイベントなどの機会を捉え、

市民等に入団を呼び掛けるなどの取組を積極的に実施し

てまいります。 

改善済 
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・消防団活動費

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

101 監査の結

果４ 

消防団に配

備されてい

る備品の設

置場所の登

録 

消防団に配備されている備品について、直近

で購入した 11 品を除き、その設置場所が警防

課とされているが、備品の適切な管理のため、

備品の設置場所は当該備品が配備された場所

とする必要がある。 

 消防団に配置した備品の管理につきましては、正しい設

置場所となるよう事務手続きを進めております。 

今後につきましては、備品の購入手続き又は購入後速や

かに変更の事務手続きが行えるよう、チェック体制を強化

してまいります。 

改善済 

103 意見１５ 消防団器具

置場に配備

された物品

の有効利用 

消防団器具置場に配備された物品のうち、消

防職員による消防団員への操作指導が必要な

ものについては、策定した計画に基づき操作指

導及び訓練を行い、有効に活用することが望ま

れる。 

本市消防団の訓練は、年次訓練計画に基づき実施してお

りますが、必要に応じて消防職員が消防団員に対して、器

具の操作方法や点検方法についての指導を実施しており

ます。 

今後につきましても、災害現場で消防職員と消防団員が

それぞれの装備を活用し、連携した活動ができるよう、訓

練を実施してまいります。 

改善済 

・消防団施設管理費

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

104 監査の結

果５ 

土地賃貸借

契約、登記 

消防団器具置場として使用している土地に

ついて、所有者と書面による賃貸借契約が締結

されていない土地が１件、登記が行われていな

い土地が３件あった。消防団器具置場としての

権利関係の安定化のため、賃貸借契約の締結あ

るいは登記を行う必要がある。 

 消防団器具置場用地において、賃貸借契約を締結してい

ない１件につきましては、契約の締結に向け事務手続きを

進めております。また、登記が行われていない３件につき

ましては、本市が土地を取得した経緯や地名の変遷などを

含め、関係課と調整してまいります。 

改善済 



9 

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

105 監査の結

果６ 

消防団器具

置場の建物

の耐震性能

の確認 

消防団器具置場について耐震性能を確認す

る必要がある。消防団器具置場の地域の防災拠

点としての役割を十分に果たせるよう個別施

設計画のなかで検討するべきである。 

消防団器具置場のうち、耐震性能が低い旧耐震基準のも

のにつきましては、順次、建替えを進めております。 

今後につきましても、大規模災害時に消防団による地域

の防災活動を担えるよう耐震性を有した消防団器具置場

への建替えを進めてまいります。 

現状維持

・消防団施設整備事業

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

107 意見１６ 消防団器具

置場の移転

地 

消防団器具置場の移転については、地域の消

防団としての継続性を考慮して近接地に移転

されることが多いが、現在の消防団器具置場の

位置は、数十年にわたり基本的に変更されてい

ないため、現在の越谷市の人口分布と相違する

場合がある。今後の移転については、この点に

ついても考慮することも望まれる。 

 消防団が受持つ区域は、分団ごとに町丁名を定め地域に

密着した活動を行っております。このため、消防団器具置

場を建替える際にも、地元の消防団員が活動に大きな影響

がないよう配慮する必要があります。また、開発などによ

り人口が増加している地域におきましては、その地域をカ

バーしたうえで地元の消防団活動が円滑にできる場所を

選定してまいります。 

現状維持

110 意見１７ 消防団器具

置場の耐震

の高度化 

今後の消防団の役割が初期消火活動に加え、

地域の防災活動に拡大することに対応して、そ

の拠点としての役割を考えれば、今後の消防団

器具置場の建替えの際には、より高い耐震性能

を有する構造に建替えることも検討すること

が望ましい。 

建替える消防団器具置場の耐震性につきましては、大規

模災害時に地域の防災活動を担えるよう、一定の耐震性能

を有しております。 

今後につきましても、旧耐震性基準で建設された消防団

器具置場の建替えを順次進め、地域防災力の強化に努めて

まいります。 

現状維持
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・常備消防車両等整備事業

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

113 意見１８ 消防車両の

標準化 

消防車両及び資機材の高度化にともなう価

額の上昇していることから、高度な消防車両及

び資機材を従来どおりの更新年度で更新を行

うためには、人口規模・都市形態・地理的条件

が似ている近隣市町と協力して、ある程度の消

防車両の標準化を進めていくことが望まれる。

 消防車両の契約につきましては、地域の実情に応じた装

備や、それぞれの消防体制に合わせた仕様とする必要があ

ることから、製造請負契約としております。 

 今後につきましても、業者の競争原理が働き、最小限の

経費で最大限の効果が得られるよう仕様の見直しの検討

などに努めてまいります。 

現状維持

113 意見１９ ライフサイ

クルコスト

の見積 

現在は、消防車両の更新の際は、検討レベル

ではライフサイクルコストは考慮されている

もの、最終的には製造請負契約についての競争

入札で決定される。消防車両及び資機材の高度

化による高価格化と更新期間が長いことから

くるオーバーホール費用の高額化に対して、過

去の越谷市消防本部のデータの活用及び近隣

市町の消防本部との情報交換により、オーバー

ホールの費用のデータを蓄積することで、ライ

フサイクルコストを正確に見積もり、消防車両

の更新の際に考慮することが望まれる。 

 消防車両及び資機材におけるライフサイクルコストに

つきましては、物品に応じて購入費や維持費に加え、オー

バーホールに係る費用を積算し、車両の更新時期の平準化

等、さまざまな観点から検討しております。 

 今後につきましては、他消防本部との情報交換を通じ

て、さらなる適正なライフサイクルコストの積算に資する

ことができるよう努めてまいります。 現状維持
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・非常備消防車両等整備事業

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

117 監査の結

果７ 

非常備消防

車両の計画

的な更新 

越谷市消防団に配備されている車両を計画

的に更新整備する必要がある。 

 本市消防局では、第５次越谷市総合振興計画前期基本計

画において、毎年度２台の消防団車両を更新することを目

標としております。 

 今後につきましても、消防団車両を計画的に更新し、地

域防災力の強化に努めてまいります。 

改善済 

118 意見２０ 消防ポンプ

自動車の AT 

車化 

消防団に配備されている消防ポンプ自動車

は、マニュアル車（MT 車）であるが、近年は、

オートマチック車（AT 車）限定免許の保有者

は少なくないために、AT 車を計画的に更新す

ることが望まれる。 

越谷市消防団に配置している消防団車両は、平成 21 年

度から順次 AT車へと切り替えており、令和３年４月現在、

42 台中 11台の AT車を運用しております。 

今後につきましても、消防団車両の更新に合わせ、順次、

AT 車の消防団車両の配置を進めてまいります。 
改善済 
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・震災対応/消防団活動の拡大
頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

128 意見２１ 消防団員を

増やす全庁

的な取組 

消防団協力事業所の増加のためには、事業所

に対する効果的なメリットを用意することが

必要である。一定の要件を満たす消防団協力事

業所に対する減税措置、入札参加資格の加点、

奨励金の支給等の措置を検討することが望ま

しい。 

 消防団協力事業所の増加の取組として、消防団協力事業

所の認定要件である「従業員等が消防団員として相当数入

団している事業所等」のほか、「消防団活動に協力してい

る事業所」を満たす事業所として令和元年に１事業所に交

付し、消防団協力事業所数の増加を図っております。 

 今後につきましても、市内の主な事業所等を訪問し、従

業員の入団を促進するとともに、消防団活動に協力いただ

ける事業所等との信頼関係を維持し、消防団協力事業所の

増加に努めてまいります。 

 また、優遇措置につきましては、国、県の動向や他市消

防本部の導入状況について、情報収集に努めてまいりま

す。 

現状維持

（４）救急課 

・救急活動事業

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

135 監査の結

果８ 

転院搬送の

「取組効果

の検証」の実

施 

転院搬送における救急車の適正利用につい

ての「取組効果の検証」は、出来るだけ早期に

実施するべきである。 

 埼玉県東部地域メディカルコントロール協議会では、令

和２年度に転院搬送実施要領の取組効果を検証すること

が決定されており、本年度、同協議会において検証し、必

要に応じて改善してまいります。 

改善済 
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頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

138 意見２２ 救急自動車

のオルタネ

ーターの故

障の防止 

救急自動車のオルタネーターが複数台同時

に故障する事例があったが、オルタネーターが

故障すれば現場で救急自動車が動かなくなる

事態も想定されるため、故障の防止を図るよう

整備することが望まれる。 

 救急自動車の予防的修繕につきましては、使用時間、走

行距離等を踏まえ、法定点検時等の際に今後見込まれる修

繕箇所を指定し、業者による点検を実施した上で、必要に

応じて部品を交換するなどの対応をしてまいります。 

改善済 

138 意見２３ 救急自動車

購入時期の

分散 

近接した時期に救急自動車を購入すると、近

接した時期にオルタネーターが故障する可能

性があるので、購入計画時に、購入の時期が近

接しないよう、留意することが望ましい。 

 一つの署所に複数台の救急自動車を同時期に配置する

ことがないよう、越谷市消防局の消防車両等更新計画を見

直してまいります。 改善済 

139 意見２４ 救急医薬剤

等在庫調べ

の必要定数

の記載 

救急医薬剤等在庫調べに必要数量欄を設け

ることを検討することが望ましい。必要数量欄

を設け、棚卸数量が必要数量を下回った際には

発注を行うことで、必要な在庫を確保する効果

が期待される。 

 救急自動車に積載する医薬材料の在庫を管理する方法

につきましては、在庫数を調査する際に、記載された必要

数を下回っていないかを確認し、常時、必要数を充足して

おくよう見直してまいります。 

改善済 

・救急救命士養成事業

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

141 意見２５ 救急隊の救

急救命士の

配置計画等

の策定・実施

救急隊に２名以上の救急救命士が配置され

ていない６隊の救急隊について、救急救命士を

2 名以上とすることが望ましい。

 一つの救急隊に２名以上の救急救命士を配置すること

につきましては、今後、救急救命士を養成する人数の増員

を検討するとともに、引続き、救急救命士を養成している

学校からの救急車同乗実習の受入れや学校訪問などを通

じて、有資格者（見込含む）の職員採用につながるよう取

り組んでまいります。

現状維持
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・応急手当普及啓発事業

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

144 意見２６ 救命講習会

の受講人数 

一定の水準を維持するためには、数字的な目

標を掲げることも有用である。そこで、「計画」

で目標となる受講人数を設定することが望ま

しい。 

 本市が目標とする応急手当講習会の受講者数の設定に

つきましては、第５次越谷市総合振興計画において、年間

3,300 人以上としております。今後につきましては、さら

なる、受講者数の増加につながるよう、指導員等の養成に

努めてまいります。 

現状維持

144 意見２７ 救命講習会

の応募団体 

応募があった団体等のみならず、いままで応

募がなく講習をしていない団体に対しても受

講の働き掛けをすることが望ましい。 

 これまで応急手当講習会の応募がなかった団体を対象

として受講の働き掛けをすることにつきましては、AED を

使用する可能性が高い事業者を中心に応急手当講習会へ

の受講を促進し、救命効果の向上に努めてまいります。 

改善済 

145 意見２８ 応急手当普

及員講習会 

小中学校の教諭と埼玉県立大学の学生以外

の、市内の会社・事業所からも、応急手当普及

員講習会への参加を促すことが望まれる。ま

た、応急手当普及員を失効させないための再講

習について、小中学校教諭以外にも受講させる

ことを検討することが望ましい。 

 応急手当普及員講習につきましては、対象者を市民に拡

充し応急手当講習会の受講者数の増加につながるよう取

り組んでまいります。 

改善済 
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・常備消防車両等整備事業

頁 指摘区分 指摘項目 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 措置状況

149 監査の結

果９ 

救急車の配

置の不足 

現時点で不足している救急自動車２台分に

ついても、速やかに整備するべきである。 

 救急自動車２台の増車につきましては、第５次越谷市総

合振興計画前期基本計画において、１台を増車することを

目標としております。また、救急隊の増隊に必要となる職

員につきましては、救急需要の状況及び職員の採用者数、

救急救命士の養成者数などを踏まえたうえで、職員定数の

増員について検討してまいります。 

現状維持

149 意見２９ 非常用救急

車の配置の

増車 

稼働中の救急車が８台を超えた場合に、非常

用救急自動車の台数を３台とするか否かにつ

き、検討しておくことが望まれる。 

８台を超えて救急自動車を運用する際、非常用救急自動

車を現在の２台から３台にすることにつきましては、救急

需要の状況及び非常用救急自動車の活用状況を踏まえ検

討し、救急体制に影響がないよう取り組んでまいります。

現状維持


